別記様式第１号（第７条関係）
事業計画書
１　申請者の概要等
	フリガナ
氏　名
（代表者氏名）
	
	生年月日
（年齢）
	年　　月　　日
（　　　　歳）

	
	
	
	

	住所及び連絡先
	〒

	
	ＴＥＬ
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ‐ｍａｉｌ
	

	現在の職業
	□会社役員　□個人事業主　□会社員　□専業主婦・主夫
□パート・アルバイト　□学生　□その他（　　　　　　　　　　　）

	過去の
事業経験
	□事業を経営したことはない。
□事業を経営したことがあり，現在もその事業を続けている。
　　　　　（　⇒事業内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□事業を経営していたが，既にその事業をやめている。
（　⇒やめた時期：　　　　　　　　　年　　　　　　　　　月　）
（　⇒事業内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	略　　歴
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	



２　事業内容
	（１）具体的な事業内容


	（２）事業の動機及び将来の展望

	（３）事業に関する経験や知識、人脈



３　実施形態
	開業予定日
（法人設立日）
	年　　　　月　　　　日

	屋号・法人名
	

	事業拠点住所
	〒

	主たる業種
（日本標準分類）
	

	事業形態
	□個人事業
└　□補助対象事業期間中の法人化も検討している
□法人事業
└　□株式会社　□有限会社　□合名会社　□合資会社　□合同会社
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	役員・従業員数
	　　　　　名
	内訳
	役員：　　　　　　　　　　　　　名
（法人のみ）

	
	
	
	従業員：　　　　　　　　　　　　名

	
	
	
	パート・アルバイト：　　　　　　名

	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ）
	許認可・免許等名称：

取得予定時期：



４　資金計画
	（単位：千円）
	必要な資金
	金　　額

	設備資金
	（内容）
	

	
	設備資金の合計
	

	運転資金
	（内容）
	

	
	運転資金の合計
	

	合　　　計
	

	調達の方法
	金　　額

	自己資金
	

	金融機関からの借入金
（調達先）
	

	その他（本事業の売上金，親族からの借入金等）
（内容）
	

	補助金交付申請額
（補助金は，原則補助対象事業期間完了後に、実績報告等の手続きを行った後に支払われるため、年度当初の設備投資や運転資金については、補助金の支払われるまでの間、補助金交付申請額と同等の金額を準備しておく必要があります。その準備資金の調達方法について、下記に記載してください。）
	

	合　　　計
	




	【補助金交付申請額相当額（準備資金）の調達方法】
□既に調達済み。
□補助対象事業実施期間中に調達見込み。
□将来的に調達見込み。

	〈準備資金の調達方法〉　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	方　　法
	金　　額

	自己資金
	

	金融機関からの借入金（調達先：　　　　　　　　　　）
	

	その他（調達先：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	

	合 計 額
	





５　事業スケジュール
	（１）３年間の事業スケジュール
	実施時期
	具体的な実施内容

	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	




	（２）売上・利益等の計画
	
	１年目
（　　　年　　月～
　　　　年　　月期）
	２年目
（　　　年　　月～　
　　　　年　　月期）
	３年目
（　　　年　　月～　
　　　　年　　月期）

	売 上 高・・①
	千円
	千円
	千円

	売上原価・・②
（仕 入 高）
	千円
	千円
	千円

	経　費
	人件費
	千円
	千円
	千円

	
	家　賃
	千円
	千円
	千円

	
	支払利息
	千円
	千円
	千円

	
	その他
	千円
	千円
	千円

	
	合　計・・③
	千円
	千円
	千円

	利　益（①‐②‐③）
	千円
	千円
	千円

	従業員数
	　　　　　　　　名
（うちパート・アルバイト：　　　　　　名）
	　　　　　　　　名
（うちパート・アルバイト：　　　　　　名）
	　　　　　　　　名
（うちパート・アルバイト：　　　　　名）






６　自由記述欄
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